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会  議  議  事  録 （抄） 
 

会議名 専門学校東京テクニカルカレッジ 第二回 学校関係者評価委員会 
開催日時 平成 30 年 11 月 22 日（木） 18 時 00 分～20 時 00 分 

会場 専門学校東京テクニカルカレッジ 地下 1 階 テラホール 
参加者 外 部 委 員 ：9 名（委員の氏名・所属等は別添資料参照） 

学内関係者 ：13 名 
配布資料 ① 式次第 

② 参加委員名簿  
③ 前回議事録 
④ 平成 30 年度学校関係者評価の概要 
⑤ 平成 30 年度第二回学校関係者評価委員会 PP 資料 
⑥ 各科カリキュラムポリシー資料 
⑦ブリッジエンジニアリング科パンフレット 
⑧RJP ペーパー11 号 

会議録 1．開会の辞・事務局紹介（事務局） 
専門学校東京テクニカルカレッジ井坂副校長の司会により開式が宣言され、配布資料の確認が行わ

れた。 
 
2．学園側関係者挨拶 

学園側の関係者として、専門学校東京テクニカルカレッジ白井校長より挨拶が行われた。 
 
3．委員紹介 

   井坂副校長より本日の会議予定の説明のあと、資料②に基づいて委員の紹介が行われた。 
 
4．議長ほかの選出 
    本会議の議長については副会長(株)データテクノロジー渡邊和彦委員が、書記としては(株)光英科学

研究所小野寺委員が引き続き選出された。尚小野寺委員が欠席のため事務局にて書記を代行した。 
 
5. 開催要件の確認 
   事務局より委員 26 名中 21 名の参加があり、本会が成立していることが確認された。 
 
6．議事 
（1）第一号議案：平成 30 年度第 1 回会議議事録の内容についての確認 

議長は事務局に対し、資料③に基づき前回議事録の確認を指示し説明をさせた後、これを出席者に

図ったところ全員一致で齟齬がないことが確認された。 
（2）第二号議案：前回の指摘事項とその改善点（本年度に改訂する自己評価報告書への加筆事項確認） 

議長は事務局に対し、前回四号議案審議内容より指摘事項の改善等についての説明を指示。 
事務局側では資料④に基づき指摘事項の改善状況と自己評価報告書加筆事項について説明を行っ

た。その後議長はこれらに対する疑義について出席者に図ったところ、全員一致で自己評価報告書

への加筆事項に齟齬がないことが確認された。 
（3）第三号議案：平成 30 年度事業計画進捗状況報告（白井校長） 

①基本方針に関する報告 
 専門学校を取り巻く状況 
 ・高校指導要領 2020 年変更→教科科目の再編  思考力、判断力、表現力、仲間と働く力など伸

ばすべき学力とされる→大学入学 選抜方法の変更 
 ・内部質保証 3 つのポリシーの公開 
 ・話題になった専門職大学は申請 13 大学のうち現在 1 校のみ認可 
 ・高等教育負担軽減、無償化の流れ 
 ・人生 100 年時代の生涯学習の必要性→給付金、産学連携 
 今年度の方針に基づく活動状況 
 ・今年度入学者 201 名で来年度目標 225 名。現在出願者 135 名であり前年比 122％となっている。 

早期出願いただいている。計画値達成目指している。 
 ・新学科ブリッジエンジニアリング科（BE 科）開設し現在募集中。専門工業過程の一年制学科で、

国内と海外を繋げるエンジニア育成を目標とする。プレスクールの位置づけであり、 
一年後にテクニカルまたは東京工科の各学科 2 年・4 年制過程に入学してもらうことを期待。 
本科入学者の質的向上をねらう。 

 ・退学率や就学状況。出席率 95.2％、課題発生率 8.7％、残率 1.7％となっている、いずれも 3 割か

ら 5 割改善されている。退学率 5％未満目標で現在 1.2％。昨年同期 3.6％であり減っている。 
  油断しないように目標達成に向けて努力する。 
 ・就職 8 月末でほぼすべての学科が 80％。現在 94％内定。大学は 77％と報道されている。 
 ・内定の質向上。 大手企業、知名度の高い企業への就職を目指し、実際に内定得ている。 
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②カリキュラムポリシー策定に関する報告 

 ・一昨年アドミッション、昨年ディプロマポリシー、今年は教育の中心となる部分、カリキュラム

ポリシー作成を目標とした。 

教育の達成目標に対してどのような学生を作るか、そのためのカリキュラムの構成、ベースとな

るシラバスの改定を進めるべく検討開始。 

 ・現在カリキュラムポリシー策定作業を一時中断。 
ポリシー策定することで授業の PDCA を機能させたい。教務上のサイクルを作るためにポリシー

を作る。ただ PDCA システムを作ったが、それが形骸化しているとの意見あり。 
日々の授業のチェック、アクションができていないのでは？ 授業がうまく機能しているのか？

（例えば一級自動車整備士や一級建築士資格取得などに関し、日々の授業の中での対応が実際に

できているのか？確認が不十分。） 
  資格取得を題材として、PDCA を機能させる検討を進めたうえで、CP 作成を再開する。 
   
  

  ③シラバス改訂に関する報告 
・現行シラバスは学習成果が不明確。ディプロマポリシーとの関連性をより明確にし、各科目の 
学習成果（その授業でいったい何ができるようになるのか？ わかる目標、できる目標）を 
明示していく。 

・一つ一つの科目のシラバスを 1 期ごとに策定中。 
・HP には現行のものが公開されているが、より正確でわかりやすいものに改善する。 
来年 7 月公開予定。 

 
④リアルジョブプロジェクトに関する報告 
 ・2 期から 5 期にかけて各科テーマを設定し実施。単年度ごとに達成していく。個々に計画たてて 

進めている。 
   建築監督科（テラカフェイメージ、バウハウス事業協力）、建築科（10 階および共用スペース

改善、地域調査）、インテリア科（9 階スペース改装、各階用椅子製作）、情報処理科（ワン

ボードマイコンシステム、KAIBER による AI マークチェッカー）、ゲームプログラミング科

（AR スマホゲーム、アプリ開発）、Web 動画クリエイター科（RJP ペーパー、講談動画、大

型ビジョン用 CM 制作）、バイオテクノロジー科（アイスコーヒー・抗ストレスクッキー開発）、

環境テクノロジー科（緑化、ビオトープ他） 
 
⑤厚生労働省委託事業に関する報告 
  ・「キャリアチェンジを望む事務職中高年を対象としたコレスポンデンス関連業務に関する 

教育訓練プログラム開発事業」を昨年度受託（3 ヵ年）。45 歳以上の再教育は国の緊急の課題。 
貿易にかかわる文書作成などキャリアアップを進めるプログラム。  

・昨年度はヒアリングアンケートの実施、プログラム骨子の検討。今年度カリキュラム作成し実証

講座実施。年度末に報告書提出予定。 
 
  ⑥その他、事業計画になかった検討などについて 

・高等教育の負担軽減制度、無償化に関する展開報告。 
実務家教員の配置、外部理事、成績評価基準、財務諸表その他報告書などの情報開示の 
必要性があり、官邸主導で急速に政策が進んでいる。 

    ・無償化 2020 年制度開始予定→来年度 2019 年夏には受験対象者に公開する必要性→当該制度対

象となる（認定校になる）には今年度中に要件を詰めていく必要性あり。 
    ・リカレント教育充実→学びなおしに向けた国の政策 
      教育訓練給付金（全科対象となっている） 
      専門人材育成訓練（新規）→専門学校の課程の中に公共職業訓練枠を設ける。申請中。 
    ・今年度夏に予定していたベトナム研修、海外短期留学研修が諸般の事情により中止。 

実施計画を見直し来年度実施予定。 
 

（4）第四号議案：審議（取り組みに関する意見交換） 
  議長は学校の取り組み全般に対する各委員の意見交換を促した。また井坂副校長より審議の主旨に 

ついて再度説明があり、自由に発言をいただきたい旨のお願いがあった。以下に各委員の発言概要を 
示した。 
  
澤坂委員（ゲーム卒業生）：ブリッジエンジニアリング科（BE 科）のカリキュラム構成は、全科の

内容全部入りなのか？ やりたいことがバラバラな人が一年間続くのか？ 
特に①どのような人が入るのか？②誰が指導するのか？  

井坂副校長：①日本人、留学生いずれもいろいろなレベルの学生が入学。昨年専門課程で退学者が

多かったのは、主に留学生の語学レベル、学力レベルが低い学生を入学させたことに

よる。日本のモノづくり、ビジネスマナー等から工業技術全般について概要を学ばせ

ることで、日本語や学力のレベルアップをさせて、専門課程への入学を促そうと考え

ている。 
       ②担当には IT もできる専門教員を配置。各専門分野の指導は各科の教員で行う。 
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杉山委員（中野区議）：全体的に内容は良く吟味されているが、一つ屋根の下にまとまっている感じ

である。他の専門学校とのコラボ、外部との交流はあるのか？ 
 外の空気を吸いに行くスタンスが見えない。チャレンジしていってほしい。 

  地域の空き家対策や子育て支援、地域の問題解決検討といったことなど、学生の意識改革となる

授業があっても面白いのでは。 
 白井校長：他校の学生同士の交流は進んでいない。東京都専門学校 11 校でコンソーシアムを構成、

東京しごと倶楽部や教育の会などの活動を行ってはいる。また本校は実施していないが、関連

校間でコラボ授業を進めているところもある。 
企業との連携は進んでいる。大手ゼネコンや情報系企業のレクチャー。RJP での連携（UCC
フーズ、データテクノロジー他）。 

   地域センター中心に学生とコラボできないか検討中だが、今のところ進展がない。 
 
大塚委員：RJP 共通テーマの件であるが、2011 年東日本大震災があったが、地震に対する準備がで

きているのか考える必要性があると感じている。これに関係して、 
  防災に対して RJP でやっていくことができないか？ 
  例えば逃げ道マップ、避難時間調査、ブロック塀調査とか地域貢献となることがあるのでは？ 
  他科でも防災に対するアイデアでてくるのでは？ 来年度以降ぜひ検討してもらいたい。 
   白井校長：地域マップを作成しているが、上記見地でぜひ検討したい。 
 
大沼委員（建築系保護者）：厚労省の委託事業についてであるが、対象が 40 歳ということで 

一生学びたいという気持ちを持つ人は増えているが、再就職との兼ね合いなど気になる。 
果たして受講後受け入れてもらえるのか？ 

  白井校長：現在東京都の離職者訓練を引き受けている。仕事ができるスキルを身に着けて、再就

職してもらう。応募者は多い。我々が持っている学びのスキルを社会人に向けて活用したい。    

学びなおしていくことで豊かな人生を送ることができると考えている。 
 
萩原委員（情報系保護者）：2 年間あっというまであった。通学が大変かと思っていたが休みもなく 

通っており感謝している。この学校を出たことがベースとなっていく。肩の荷が下りたと

いう気持ちでいる。 
   井坂副校長：IT 系の技術がついていさえすれば仕事になるのか？ そうとは言えない。 
     仕事はやはりコミュニケーション力、周囲と協調しながら仕事が進められることが必要。 
     種々の活動を行うことで、経験値を高めていく。これが仕事に役に立っていく。 

これは学生に強制できない。自ら活動することを願っている。 
 

  安藤委員（バイオ・環境系保護者)：①研修についてであるが、一時に 10 万円単位のお金は厳しい。

積立金として集めて研修参加を促すのはどうか？ 
       ②BE 科はどこにアナウンスしているのか？ 
     白井校長：①積立はやっていないが、たしかに良いと思う。検討したい。 
        ベトナム研修については来年再チャレンジする。海外に行く意味をもっと伝える必要性 

がある。自分で積み立てている学生もいるとは聞いている。早めに取り組みたい。 
        ②BE 科は広く告知していない。日本語学校には直接伝えている。 
        2 年 4 年の専門課程に負担をかけたくないため、そのためのプレスクールの位置づけ。 
        集まりすぎてしまう可能性があり、情報を小出しにしている状況。 
  

中山委員（地域・商工会議所、情報系）：ここ 3 年評価委員を担当しているが、全体的評価として進捗 
状況に関する数値が改善されているのがすごい。細かいところで先生方が苦労されているのではな 
いかと思う。数字が 100 に近づくほど大変になる。これから先伸ばしていくのは大変。 
トップを目指すには、異なった目標設定、数字の考え方が求められる。 
 数字を用いて定量化するときに KPI や KGI などの、いわゆる目標設定の数値をとるが、単純な 
場合であれば設定しやすいが、組織の経営マネージメントになるとより上位の概念である 
OKR(Objectives and Key Results（目標と主要な結果）ということになる。 
これはディプロマにあてて考えると、建学の精神や教育の理念、といったものとなるのでは。 
目的・目標とするところを見定めたときの目標設定となっているのかが今後重要になる。 

白井校長： 
前回佐々委員から教育理念に基づいて有機的につなげる取り組みが必要とのご指摘があっ

たが、理念に基づくディプロマポリシーが必要。 
   効率化には限界がある。これを進めるとみな同じになっていく、同じ答えになる。 

      そうなると争うところはスピードとコストしかなくなる。そして最後に行きつくところは 
不正や改ざんということになる。そこから新しいイノベーションは生まれない。 
発想を変えて、大きなところから見ないと学校の運営はできないのではないかと思う。 

      数字を大切にして進めることは必要だが、効率化のみでは新しい時代の教育は生まれない。 
数字だけにこだわるつもりはない。 

 
 渡邊委員（議長）：ＢＥ科挑戦的取り組みと思う。IoT など情報の世界では海外のエンジニアを使う。そ

の時にＢＥは大切なポジションになっている。ただそこの人たちは語学も含め高度な技術を持って
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いる。今回は真逆の取り組みのように感じている。ただ世の中には必ず必要とされていると思う。

進める中で改善が必要となると思うが成功を願っている。 
 白井校長：いわゆる本当の BE が直近の目標ではないが、入口のブリッジもあれば、出口のブリッジも

ある。将来オフショア開発につながるようなマーケットに繋げていきたいと思っている。 
入口であるＢＥ科に入った子が専門課程に入学し、本当の BE を目指すのもあるべきかと思う。 

 
渡邊委員（議長）：学校関係者としてテクニカルカレッジらしい取り組みがなされていると思われます。 

適切な活動であると評価します。今後の活動取り組みにつきまして情報公開をお願いいたします。 
      

 
（５）次回日程について（井坂副校長） 

平成 31 年 3 月 14 日（木）14 時 00 分～17 時 00 分 平成 30 年度課題研究、RJP 成果発表会開催を

予定。今後とも当校の教育にご理解とご協力を賜りたい。 
本日はお忙しい中お集まりいただきありがとうございました。 

以上 
 

 
 

議事録署名人 
 
 

                         印  
 
 

                         印  
 


